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Ⅰ 法律の改正（令和元年）に伴う事務手続き構築の基本方針 

    国においては、平成 26 年度に創設された農地中間管理事業について、５

年間の実績を踏まえた制度の見直しを行い、手続の簡素化が図られた。

  そのうち集積手法については、これまでの市町村の集積計画と機構の配分 

計画の２つの契約が必要だったものを、集積計画のみで機構への借入・貸付 

が可能な仕組み（集積計画一括方式）が創設された。

  この仕組みは、事前の利用調整が適切に行われ、出し手と受け手とのマッ 

チングが行われている場合に可能とされており、本県の実態に即しているこ

とから、新規の賃貸借に当たっては、この仕組みを活用し、事務処理の短縮 

を図ることとした。

  また、農地中間管理事業による賃貸借期間中に借受者の変更を行う再配分 

については、引き続き配分計画を用いることとした。
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Ⅱ 借受公募の手続き 

１ 公募（募集）区域の設定 

（１）機構は、農用地等を借り受けたい耕作者（以下「借受希望者」とい

う。）の募集区域の設定のため、市町村へ募集区域の選定を照会（貸付

様式１号・様式集 P.21）する。 

（２）機構は、市町村から回答（貸付様式 1-1 号・様式集 P.25）のあった

募集区域について内容を確認し、内部決裁を経て区域を決定する。また、

区域を機構ホームページ上に公表するとともに、市町村へ通知（貸付様

式 1-2 号・様式集 P.26）する。 

２ 借受希望者のリスト化 

（１）借受希望者は、当該農用地が所在する市町村窓口に、必要事項を記

載したエントリーシート（貸付様式 2 号・様式集 P.30）を記入し１部提

出する。 

（２）市町村は、エントリーシート記載内容を確認し、内容に不備がない

場合は、当該エントリーシートを受理する。原本は機構へ送付するとと

もに、コピーを取り保管する。 

（３）機構は、エントリーシートの記載内容を確認の上、毎月１日までに

提出のあったエントリーシート（前月末まで市町村で取りまとめた分）

について、借受希望者リストを作成し、市町村に通知するとともに機構

ホームページ上で公表する。

機構

農地中間管理事業による借受公募の事務手続

農地借受者 農地所有者 市町村等 農業協同組合

借受希望者のリスト

の公表・市町村への通知

エントリーシート

の提出

・貸付様式２号

様式集p.30

エントリーシートの

受理、内容確認、機

構へ送付

エントリーシートの受理、

内容確認、借受者のリス

ト作成

2-(2) 2-(3)

公募（募集）区域の照会公募（募集）区域の

選定、回答

公募（募集）区域の決定、

公表、決定通知書の送
公募（募集）区域の

決定通知書の受領

1-(1)

貸付様式１号 様式集p.21

貸付様式１－１号 様式集p.25

貸付様式１－２号 様式集p.26

1-(2)

借受希望者のリスト

の受領

2-(1)
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Ⅲ 集積計画一括方式による借入・貸付の手続き 

別紙フロー図参照（P.6） 

１ 賃貸申出書の提出 

（１）農用地等を貸したい所有者（以下「農地所有者」という。）は、該当

農用地等が所在する市町村に、必要事項を記載した農地中間管理事業賃

貸申出書（農地所有者用）（以下「申出書」という。）（借入様式 1 号

・様式集 P.1）１部を提出する。なお、未相続農用地等を利用権設定する

場合は、農用地利用集積計画同意書（借入様式 1-1 号・様式集 P.3）及び

相続関係説明図を添付するものとする。

（２）市町村は、申し出のあった農用地等に関し、農業委員会と連携して農

地台帳と照合し、記載内容に不備がない場合は、当該申出書を受理する

とともに、申出書のコピーを保管する。市町村は、借受希望者のエント

リーの有無を確認するとともに、集積計画一括方式一覧表（借入様式 5
号・様式集 P.11 及び貸付様式 4 号・様式集 P.35）（以下「一覧表」とい

う。）に取りまとめる。作成後は、公文（借入様式 2 号・様式集 P.6）に

申出書、一覧表、貸付関係書類を各１部添付し、機構に送付する。

２ 農用地利用集積計画（案）の作成 

（１）機構は、市町村から送付のあった一覧表に機構の手数料情報を記入し

た後、農地中間管理事業帳票作成システムを用いて農用地利用集積計画

（案）（借入様式 7 号・様式集 P.15 及び貸付様式 12-2 号・様式集 P.50）
を作成する。その後、関係の農業協同組合（以下「JA」という。）へ、

農地中間管理事業ファイル転送システムを利用して公文（借入様式 4-2
号・様式集 P.10）に一覧表及びその他必要な書類を添付して送付する。 

（２）JA は、農地中間管理事業ファイル転送システムで送信された書類を受

信し、必要部数を印刷するとともに、農地中間管理事業帳票作成システ

ムにより、借入契約の農用地利用集積計画（案）（各筆明細原本２部、

控え１部、農地中間管理事業に係る各利用権共通事項（借入）（以下「共

通事項（借入）」という。）１部）及び賃借料振込送金先指定書（１部）

を印刷（農地所有者に手数料のみ支払いが発生する場合は、貯金口座振

替依頼書、ただし既存の３枚複写の同依頼書を使用する場合は印刷不要）

する。また、貸付契約の農用地利用集積計画（案）（各筆明細原本２部、
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控え１部、農地中間管理事業に係る各利用権共通事項（転貸）（以下「共

通事項（転貸）」という。）１部）及び貯金口座振替依頼書（３部）を

印刷（既存の３枚複写の同依頼書を使用する場合は印刷不要）する。

３ 農用地利用集積計画（案）等の調印 

（１）JA は、市町村や機構等と協議の上、調印に係る日程調整等を行うとと

もに、当日は農地所有者及び借受者に対し、農用地利用集積計画（案）

や口座関係書類等の正確な記名押印を誘導する。その際、「農地中間管

理機構からの重要なお知らせ」（借入様式 8 号・様式集 P.20 及び貸付様

式 13 号・様式集 P.54）を用いて契約内容の確認を行うとともに、農地所

有者には農用地利用集積計画（案）等の控え及び共通事項（借入）、借

受者には同計画（案）等の控え及び共通事項（転貸）を手交する。 

（２）JA は、公文（借入様式 6 号・様式集 P.14）に調印した農用地利用集積

計画（案）や口座関係書類等を添付し、機構へ送付する。

４ 利害関係人の意見聴取 

機構は、農用地利用集積計画（案）について、機構のホームページ上で 

１週間掲載し、利害関係人の意見を求める。なお、意見があった場合には、 

機構は意見の内容を検討し、必要な措置を講じる。機構は、意見がなかっ 

た場合には、その旨を記載した書類を作成する。 

５ 農用地利用集積計画（案）に係る県への協議 

（１）機構は、ＪＡが３（２）「農用地利用集積計画（案）等の調印」で送

付された書類を受領・確認の上、４「利害関係人の意見聴取」で作成し

た意見の概要及び借受希望者として公表されている旨の書類と併せて、

内部決裁を執り、農用地利用集積計画（案）に係る県への協議を行う。 

（２）県は、農用地利用集積計画（案）に同意する場合は、機構へその旨回

答する。 

６ 農用地利用集積計画の作成・決定 

（１）機構は、県から協議の回答書を受領し、農用地利用集積計画（案）の

同意について内部決裁を執り、決裁後、農用地利用集積計画（案）を２

部作成する。作成した同計画を農業委員会総会等における議案書類提出

期限までに当該市町村へ提出する。 
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（２）市町村は、受領した農用地利用集積計画（案）を農業委員会総会等の

議案として提出し、同計画の決定を得る。決定を得た同計画について、

市町村が定める公告日に公告する。公告後、市町村は農用地利用集積計

画の写しを公文（借入様式 7-1 号・様式 P.19）を用いて機構へ１部、農地

所有者及び借受者へ各１部を送付する。なお、機構への送付期限は公告

後 1 週間以内とする。 

5



農地中間管理事業による集積計画一括方式による借入・貸付の事務手続

県農地借受者 農地所有者 市町村等 農業協同組合 機構

賃貸申出

賃貸申出書の受理

農地台帳との照合

借受希望者の確認

一覧表作成

・借入様式５号

・貸付様式４号

様式集p.11,35

各筆明細等の

印刷、調印、取

りまとめ、機構

へ送付

関係書類の

受領

協議回答書の受領

農用地利用集積計画

（案）の同意、提出

農業委員会総会又

は農地部会で同計

画の決定

市町村の公告

農用地利用集積計画

の写しの送付

農用地利用集積計画

の写しの受領

一覧表、申出書、関係

書類の受理・内容確認

各筆明細の作成

・借入様式７号

・貸付様式１２－２号

様式集p.15,50

一覧表の送付（システム利用）

・借入様式５号

・貸付様式４号

農用地利用

集積計画の

写しの受領

貸付に関す

る関係書類

に調印及び

控えの手交

手続き時の支援、利用

調整

1-(1)

2-(1)
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2-(2)、3-(1)

3-(2)

3-(1)

6-(1)

1-(2)

借受希望

借受に関す

る関係書類

に調印及び

控えの手交

ホームページでの公表

（利害関係人の意見聴取

１週間）

農用地利用集積計

画（案）に係る協議 農用地利用集

積計画（案）に

係る同意

農用地利用

集積計画の

写しの受領

借入様式１号

様式集p.1

借入様式７－１号

様式集p.19

公告後一週間以内に送付

借入様式４－２号

様式集p.10

5-(1)
5-(2)

6-(2)

借入様式２号

様式集p.6

借入様式６号

様式集p.14

農用地利用集積計画

(案)の受領、農業委

員会へ提出

農用地利用集

積計画の写し

の受領

借入様式７－１号

様式集p.19
公告後一週間以内に送付
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Ⅳ 農地中間管理事業による借受相手方未確定の場合の手続き 

○ 借入不可判断の通知

（１）機構は、市町村から送付された申出書及び一覧表の記載内容に不備が

ない場合は、当該書類を受理する。 

（２）機構は、借受相手方が未確定な農地について借入不可と判断した場合

は、借入不可判断通知（市町村長あて：借入様式 3 号・様式集 P.7、農地

所有者あて：借入様式 4 号又は 4-1 号・様式集 P.8,9）に当該農地の一覧

表１部を添付し市町村へ送付する。なお、農地所有者あて借入不可判断

通知については、申出書中６の貸付候補農地リスト登録への希望の有無

により、「希望有」の場合は借入様式 4 号（様式集 P.8）を、また「希望

無」の場合は借入様式 4-1 号（様式集 P.9）を用いる。

（３）市町村は借入不可判断通知を受領するとともに、農地所有者に借入不

可判断通知（借入様式 4 号又は 4-1 号）を送付する。

（４）機構は、（２）で貸付候補農地リスト登録へ「希望有」の場合は、貸

付候補農地リスト登録事務に移る。

※別途貸付候補農地リスト登録事務参照。

機構

農地中間管理事業による借受相手方未確定の場合の事務手続

農地借受者 農地所有者 市町村等 農業協同組合

賃貸申出

賃貸申出書の受理

農地台帳との照合

借受希望者との調整

農地所有者一覧表の作成

・借入様式５号様式集p.11

機構への申出
※借受相手方が未確定の場合
は、申出書及び一覧表内に借

受相手方が未確定であることを

明記すること

農地所有者一覧表、申出書の

受理・内容確認

<借受相手方が未確定の場合>

借入不可判断通知の送付
※別途貸付候補農地リスト登録事務参照

借入不可判断通知の受領
借受不可判断

通知の受領

(1)

(2)

(3)

借入様式１号

様式集p.1

借入様式２号

様式集p.6

借入様式3号,4号,4-1号

様式集p.7,8,9
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Ⅴ 配分計画による機構貸付（再配分）の手続き 

 

別紙フロー図参照（P.10） 
 

 １ 農用地利用配分計画（案）の作成 

 （１）市町村は、機構貸付先決定ルールに従い、農地所有者（貸付希望者）

と借受者（機構ホームページ公表済みの借受希望者）との調整を行う。

調整が整った農地について、農用地利用配分計画（案）一覧表（貸付様

式 4-1 号・様式集 P.37）（以下「配分計画一覧表」という。）を１部作

成するとともに、公文（貸付様式 8 号・様式集 P.45）に添付して機構へ

送付する。 

   

 （２）機構は、市町村から送付のあった配分計画一覧表に機構の手数料情

報を記入した後、農地中間管理事業帳票作成システムを用いて農用地利

用配分計画（案）（貸付様式 12 号・様式集 P.49）を作成する。その後、

JA へ、農地中間管理事業ファイル転送システムを利用して公文（貸付

様式 9 号・様式集 P.46）に配分計画一覧表及びその他必要な書類を添付

して送付する。 
 

 （３）JA は、農地中間管理事業ファイル転送システムで送信された書類を

受信し、必要部数を印刷するとともに、農地中間管理事業帳票作成シス

テムを用いて、農用利用配分計画（案）（各筆明細原本２部、控え１部、

農地中間管理事業に係る各利用権共通事項（転貸）（以下「共通事項（転

貸）」という。）１部）及び貯金口座振替依頼書（３部）を印刷（既存

の３枚複写の同依頼書を使用する場合は印刷不要）する。 
 

 ２ 農用地利用配分計画（案）等の調印 

 （１）JA は、市町村や機構等と協議の上、調印に係る日程調整等を行うと

ともに、当日は借受者に対し農用地利用配分計画（案）や貯金口座振替

依頼書等の調印をする。その際、「農地中間管理機構からの重要なお知

らせ」（貸付様式様 13 号・様式集 P.54）により、契約内容の確認を行

うとともに、農用地利用配分計画（案）の控え及び共通事項（転貸）を

手交する。 
 

 （２）JA は、公文（貸付様式 11 号・様式集 P.48）に調印した農用地利用

配分計画（案）等を添付し、機構へ送付する。なお、貯金口座振替依頼
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書は確認に時間を要することから後日の送付で構わない。 

３ 農業委員会への意見の聴取 

市町村は、農業委員会に対し農用地利用配分計画（案）の貸付相手方

について意見を求める。農業委員会は農業委員会総会等において意見を

聴取し、市町村へ回答（意見書を通知）する。

４ 利害関係人の意見聴取 

機構は、農用地利用配分計画（案）について、機構のホームページ上

で１週間掲載し、利害関係人の意見を求める。なお、意見があった場合

には、機構は意見の内容を検討し、必要な措置を講じる。機構は、意見

がなかった場合には、その旨を記載した書類を作成する。 

５ 農用地利用配分計画の作成・決定 

（１）市町村は、配分計画一覧表に貸付相手方選定理由を凡例から選択し

て記載し、選定理由がステップ３以降に該当する場合は別紙チェックリ

スト（貸付様式 5 号・様式集 P.38）を１部作成するとともに、貸付の相

手方の選定に関する要件確認一覧（貸付様式 6 号・様式集 P.40）及び経

営状況調書（個人の場合は農業委員会の農地台帳で代用可）を各１部作

成する。

（２）市町村は、公文（貸付様式 10 号・様式集 P.47）に「５ 農業委員会

への意見の聴取」の意見書の写し及び（１）で作成した書類を添付し機

構へ送付する。

（３）機構は、市町村及び JA から送付された書類を受領し、農用地利用配

分計画（案）を作成、４「利害関係人の意見聴取」で作成した書類と併

せて貸付の内部決裁を執り、農用地利用配分計画を決定するとともに、

農用地利用配分計画の認可申請を県へ提出する。

６ 農用地利用配分計画の認可公告 

（１）県は、受領した農用地利用配分計画に異議がないものについて、イ

ンターネットの利用等により公告を行うとともに、県は認可公告した旨

を市町村農業委員会及び機構へ通知する。 

（２）機構は、認可公告の通知書を受領した後、公文（様式 14 号・様式集

P.55）に通知書の写しを添付し借受者へ送付する。
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配分計画による機構貸付（再配分）の事務手続　

借受者 市町村等 農業協同組合 機構 県

各筆明細等の

印刷、調印、取

りまとめ、機構

へ送付

借受者の調整

・選定

農用地利用配分計

画（案）一覧表の作

成

・貸付様式4-1号

様式集p.37

関係書類の

受領

農用地利用配分

計画の決定・提出 農用地利用配分

計画の受領

認可の公告・

通知

認可通知

書の受領

各筆明細の作成

・貸付様式12号

様式集p.49

一覧表送付（システム利用）

・貸付様式4-1号借受に関

する関係

書類に調

印及び控

えの手交

手続き時の支援、

利用調整

農用地利用配分

計画（案）に係る

関係資料の提出

農用地利用配分計

画（案）意見聴取

（農委会）

認可通知書の

受領及び借受

者に対する写し

の送付

認可通知

書写しの

受領

1-(2)

1-(3)、2-(1)、2-(2)

3

5-(1)、5-(2)

5-(3) 6-(1)

6-(2)

1-(1)

ホームページでの公

表 （利害関係人の意

見聴取 １週間）

4

貸付様式８号

様式集p.45

貸付様式９号

様式集p.46

貸付様式１１号

様式集p.48

貸付様式１0号

様式集p.47

貸付様式１4号

様式集p.55
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Ⅵ 精算事務の手続き 

○ 賃借料の徴収及び支払い

（１）借受者は、毎年１１月２０日（金融機関休業日の場合は翌営業日）

に、機構へ賃借料と機構が定める手数料の合計額を支払う（口座振替

による）。 

（２）機構は、賃借料の受領を確認した後、領収書を借受者へ送付する。

（３）機構は、毎年１２月１５日（金融機関休業日の場合は直前の営業日）

に農地所有者へ、賃借料から機構が定める手数料を差し引いた額を支払

う。 

農地借受者 農地所有者 市町村等 農業協同組合 機構

農地中間管理事業による賃借料の精算事務手続

賃借料の支払 賃借料の受領

領収書の受理 領収書の発行

(2)

賃借料の支払
賃借料の受

領

(3)

(1)
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Ⅶ 変更の手続き 

１ 変更内容の確認

（１）農地所有者又は借受者より、賃貸借契約（解約含む）の変更の申入れ

があったときは、市町村等は「農地中間管理事業の契約内容の変更フロ

ーチャート」から、「契約内容変更」（以下「軽微な変更」という。）

又は「賃貸借変更」（以下「重要な変更」という。）のいずれの手続き

に該当するか確認する。

その後、該当する手続きに基づき事務処理を行う。

（２）農地所有者又は借受者のいずれか一方から、賃借料変更の申入れがあ

ったときは、市町村等は関係者と利用調整を行い、「関係者が合意」し

た場合は、「３ 賃借料の変更」の手続きを行う。

ただし、利用調整がまとまらない場合は、賃貸借契約の変更は行わな

い。

２ 契約内容変更届関係

（１）軽微な変更を希望する農地所有者又は借受者は、当該農地が所在する

市町村等に必要事項を記載した農地中間管理事業の契約内容変更届（変

更様式 7 号・様式集 P.68）１部を提出する。 
なお、変更項目が④（法人代表者）、⑤（契約名義）、⑥（口座番号

又は口座名義）に該当する場合は、当該変更届に変更届裏面に記載した

契約内容変更に係る必要書類を添付する。

（２）添付書類について

ア 変更項目④

法人の代表者変更に伴う届出であるため、変更した登記事項証明書

又はその写しを添付する。

イ 変更項目⑤

(ｱ) 農地所有者死亡や相続確定に伴う契約名義変更の届出を行う場

合

a 相続登記が完了している場合は、相続登記後の土地の登記事項証

明書又はその写しを添付する。

b 相続登記が行われていない場合は、原則契約者の法定相続人全員

からの同意書（変更様式 8 号・様式集 P.70）及び相続関係説明図
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を添付する。

c 上記 a、b において、賃借料の送金先が変更となることから「賃

借料振込送金先指定書」も併せて添付する。

(ｲ) 借受者死亡の場合

添付書類は不要です。

ウ 変更項目⑥

(ｱ) 農地所有者が賃借料の送金先を変更する場合

機構が定める「賃借料振込送金先指定書」を添付する。

この場合、契約者名義以外の者の口座を指定すると贈与税の対象

になるので注意が必要である。

(ｲ) 借受者及び物納農地所有者が賃借料及び手数料の口座振替に利

用している貯金口座を変更する場合

機構が定める「貯金口座振替依頼書」を添付する。

なお、機構が賃借料等を口座振替する金融機関はＪＡバンクであ

るため、地方銀行、郵貯銀行等の指定はできない。

（３）市町村等は、書類の不備がない場合は、関係書類一式をコピーし保管

するとともに、機構に原本を送付する。

３ 賃借料の変更関係

別紙フロー図参照（P.19） 

（１）賃借料の変更を希望する農地所有者は、当該農地が所在する市町村等

に、必要事項を記載した農地中間管理事業賃貸借変更申出書（農地所有

者用）（以下「農地所有者用変更申出書」という。）（変更様式 2 号・

様式集 P.57）１部を市町村等に提出する。 
人・農地プラン、農用地利用改善組合、土地改良区等の地域での話し

合いの単位で賃借料の変更を行う場合は、農地中間管理事業賃貸借変更

申出書一覧表（農地所有者用）（以下「農地所有者用変更申出一覧表」

という。）（変更様式 5-1 号・様式集 P.64）１部を市町村等に提出する。 
農地所有者用変更申出一覧表により賃借料の変更を行う場合、個人ご

と小計欄の押印又はサインにより、変更に同意したものとみなす。

（２）賃借料の変更を希望する借受者は、当該農地が所在する市町村等に、

必要事項を記載した農地中間管理事業賃貸借変更申出書（借受者用）（以
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下「借受者用変更申出書」という。）（変更様式 3 号・様式集 P.59）１

部を市町村等に提出する。

人・農地プラン、農用地利用改善組合、土地改良区等の地域での話し

合いの単位で賃借料の変更を行う場合は、農地中間管理事業賃貸借変更

申出書一覧表（借受者用）（以下「借受者用変更申出一覧表」という。）

（変更様式 6-1 号・様式集 P.66）１部を市町村等に提出する。 
借受者用変更申出一覧表により賃借料の変更を行う場合、個人ごと小

計欄の押印又はサインにより、変更に同意したものとみなす。

（３）市町村は、賃借料の変更に係る一定条件を満たす場合は、申出があっ

た農用地に関し、農業委員会と連携して農地台帳及び必要に応じて機構

契約データを活用して照合し、記載内容を確認の上、当該申出書を受理

するとともに、申出書をコピーし保管する。

なお、機構契約データの提供を求めるときは、機構の市町村方部担当

者へ相談してください。

市町村等は、当該申出書の内容を農地中間管理事業賃貸借変更一覧表

（農地所有者用）（以下「農地所有者用一覧表」という。）（変更様式

5 号・様式集 P.62）農地中間管理事業賃貸借変更一覧表（借受者用）（以

下「借受者用一覧表」という。）（変更様式 6 号・P.63）に取りまとめ

る。

（４）市町村等は、公文（変更様式 1 号・様式集 P.56）に取りまとめた各種

変更申出書及び各種変更一覧表を各 1 部添付し、機構へ送付する。

（５）機構は、市町村等から送付のあった協議書を受理する。

（６）機構は、協議書の内容を確認するとともに、農地所有者用一覧表及び

借受者用一覧表に機構の手数料情報を記入する。

（７）機構は、協議回答書（変更様式 4 号・様式集 P.61）に各種変更一覧表

を添付して、市町村等へ送付する。

（８）市町村等は、機構から送付のあった農地中間管理事業賃貸借変更申出

に係る協議回答書を受領する。
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（９）市町村等は、農地中間管理事業賃貸借変更申出に係る協議回答結果を

関係者へ周知を行う。ただし、関係者への周知方法は問わない。

４ 解約を含む変更関係

別紙フロー図（P.20）参照 

（１）賃貸借契約の合意解約を希望する農地所有者は、当該農地が所在する

市町村等に、必要事項を記載した農地中間管理事業賃貸借変更申出書（農

地所有者用）（以下「農地所有者用変更申出書」という。）（変更様式

2 号・様式集 P.57）１部を市町村等に提出する。 
人・農地プラン、農用地利用改善組合、土地改良区等の地域での話し

合いの単位で合意解約を行う場合は、農地中間管理事業賃貸借変更申出

書一覧表（以下「農地所有者用変更申出一覧表」という。）（変更様式

5-1 号・様式集 P.64）１部を提出する。

農地所有者用変更申出一覧表により合意解約及び賃借料の変更を行う

場合、個人ごと小計欄の押印又はサインにより合意解約及び変更に同意

したものとみなす。

（２）賃貸借契約の合意解約を希望する借受者は、当該農地が所在する市町

村等に、必要事項を記載した農地中間管理事業賃貸借変更申出書（借受

者用）（以下「借受者用変更申出書」という。）（変更様式 3 号・様式

集 P.59）１部を市町村等に提出する。 
人・農地プラン、農用地利用改善組合、土地改良区等の地域での話し

合いの単位で合意解約を行う場合は、農地中間管理事業賃貸借変更申出

書一覧表（以下「借受者用変更申出一覧表」という。）（変更様式 6-1
号・様式集 P.66）１部を提出する。 

借受者用変更申出一覧表により合意解約及び賃借料の変更を行う場

合、個人ごと小計欄の押印又はサインにより合意解約及び変更に同意し

たものとみなす。

（３）市町村等は、申出があった農用地に関し農業委員会と連携して農地台

帳及び必要に応じて機構契約データを活用して照合し、記載内容に不備

がないことを確認する。

ア 市町村等は、当該申出書を受理するとともに、申出書をコピーし保
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管する。

イ 市町村等は、当該申出書の内容を農地所有者用農地中間管理事業賃

貸借変更一覧表（農地所有者用）（以下「農地所有者用一覧表」とい

う。）（変更様式 5 号・様式集 P.62）及び借受者用農地中間管理事業

賃貸借変更一覧表（以下「借受者用一覧表」という。）（変更様式 6
号・P.63）に取りまとめる。 

ウ 市町村等は、事前に解約の情報として、農地所有者用及び借受者用

一覧表を機構へ提供する。

（４）機構は、市町村等から解約情報の提供を受けたときは、機構の契約台

帳との照合及び内容確認（解約理由等）を行い、やむを得ない場合は、

農地法第 18 条第 6 項の規定による通知書（以下「通知書」という。）（農

地法関係事務処理の手引 様式第 4-9 号・様式集 p.73）１部及び農地の

賃貸借の合意解約書（以下「合意解約書」という。）（農地法関係事務

処理の手引 様式第 4-10 号・様式集 p.75）２部を作成し、市町村等へ送

付する。

（５）市町村等は、機構から送付された通知書及び合意解約書を関係者に送

付し、同意が得られた場合は記名押印の上、市町村等に返送してもらう。 

（６）市町村等は、公文（変更様式 1 号・様式集 P.56）に取りまとめた通知

書１部、合意解約書２部、各種変更申出書１部及び各種変更一覧表１部

を添付し機構へ提出する。

（７）機構は、市町村等から提出のあった合意解約書類及び協議書を受理す

る。

（８）機構は提出があった協議書の内容を確認するとともに、農地所有者用

一覧表及び借受者用一覧表に機構の手数料情報を記入する。

機構は、合意解約の申出者いずれか一方に解約手数料（１契約当たり

6,000 円）の納入通知書を送付し、解約手数料を受領する。 

（９）合意解約の申出者いずれか一方は、解約手数料の納入通知に基づき、

期日までに機構が指定する口座に解約手数料を振り込む（振込手数料は、

納入者負担）。
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（10）機構は、協議回答書（変更様式 4 号・様式集 P.61）に通知書及び合意

解約書各１部並びに農地所有者用一覧表及び借受者用一覧表を添付し

て、市町村等へ送付する。

（11）市町村等は、通知書及び合意解約書を受領する。

さらに、市町村は、通知書及び合意解約書の写しを農業委員会へ提出

するとともに、合意解約書原本１部を関係者へ送付する。

併せて、市町村等は、農地中間管理事業賃貸借変更申出に係る協議回

答結果について関係者へ周知を行う。ただし、関係者への周知方法は、

問わない。

（12）合意解約の関係者は、合意解約書原本１部を受領する。
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亡
し
た
と
き

〇
⑤

－
－

農
地
所
有
者

未
相
続
で
契
約
し
て
い
た
が
相
続
登
記
し
た
と
き

〇
⑤

－
相
続
し
た
こ
と
を
証
す
る
登
記
事
項
証
明
書
原
本
又
は
写
し
等

借
受
者

借
受
者
が
後
継
者
に
経
営
移
譲
す
る
と
き

⑤
機
構
へ
個
別
に
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

農
業
者
年
金

受
給
の
場
合

－

「
４
解
約
を
含
む
変
更
関

係
」
の
手
続
き
、
後
継
者
は
ｴ

ﾝ
ﾄ
ﾘ
ｰ
ｼ
ｰ
ﾄ
の
提
出
及
び
農
用
地

利
用
配
分
計
画
の
作
成

農
業
者
年
金

受
給
に
関
係

の
な
い
場
合

農
地
所
有
者

借
受
者

5
賃
借
料
精
算
口
座
を
変
更
し
た
い
と
き

〇
⑥

【
所
有
者
の
場
合
】

・
賃
借
料
振
込
送
金
先
指
定
書

【
耕
作
者
及
び
物
納
所
有
者
の
場
合
】

・
貯
金
口
座
振
替
依
頼
書

農
地
所
有
者

借
受
者

6
そ
の
他

〇
⑦

農
地
所
有
者

借
受
者

7
賃
借
料
を
変
更
し
た
い
と
き

〇
－

「
３
賃
借
料
の
変
更
関
係
」

の
手
続
き
が
必
要
と
な
り
ま

す
。

「
３
賃
借
料
の
変
更
関
係
」
に
記
載
の
関
係
様
式

農
地
所
有
者

借
受
者

8
解
約
し
た
い
と
き

〇
－

「
４
解
約
を
含
む
変
更
関

係
」
の
手
続
き
が
必
要
と
な

り
ま
す
。

「
４
解
約
を
含
む
変
更
関
係
」
に
記
載
の
関
係
様
式

５
賃
借
料
精

算
口
座
の
変

更
が
必
要
に

な
り
ま
す
。

〇

変
更
の
手
続
き

対
象
者

こ
ん
な
と
き

変
更
の
内
容

添
付
書
類

備
　
考
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農地中間管理事業賃貸借変更申出に係る事務手続

農地所有者 借受者 市町村・農業委員会 機 構

農地中間管理事業

賃貸借変更申出書

（農地所有者用） 農地中間管理事業

賃貸借変更申出書

（借受者用）

賃借料の変更に係

る一定条件の確認

農地中間管理事業

賃貸借変更申出書

を変更一覧表

に取りまとめ（必

要に応じて機構契

約データの照会）

賃貸借人の合意に

係る調整を実施

農地中間管理事業賃

貸借変更申出に係る

協議回答書の受領

関係者への協議結果

の周知

（周知方法は任意）

関係者（農地所有者、借受者又は

関係団体等）へ農地中間管理事業

賃貸借変更申出に係る協議の回答

結果の受領

3-(1)

3-(2)

3-(3)

3-(4) 3-(5)

3-(6)

3-(7)3-(8)

3-(9)

人・農地プラン、農用地利用改善組合、土地

改良区等（地域での話し合いの単位で賃借

料を変更する場合）からの借賃変更申出書

（任意）

農地中間管理事業賃貸借

変更申出に係る協議書の

送付

○変更一覧表

○農地中間管理事業賃貸

借変更申出書

必要に応じて、機構

契約データを提供

農地中間管理事業

賃貸借変更申出に

係る協議書の受理

変更決定

（手数料情報算定含む）

農地中間管理事業賃貸

借変更申出に係る協議

回答書の送付

○変更一覧表

変更様式

1号
様式集p.56

変更様式

4号
様式集p.61

（変更様式2号）
様式集p.57

（変更様式3号）
様式集p.59

（変更

様式5号及び6号）

（変更様式5-1号及び変更様式6-1号）

（変更様式

5号及び6号）

及び3号又は5-1号及び6-1
（変更様式2号

号）

（変更様式

5号及び6号）

様式集p.62,63

様式集p.64,65
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農地中間管理事業賃貸借解約変更に係る事務手続

農地所有者 借受者 市町村・農業委員会 機 構

農地中間管理事業

賃貸借変更申出書

（農地所有者用）
農地中間管理事業

賃貸借変更申出書

（借受者用）

農地中間管理事業賃貸借変更申

出書を変更一覧表

に取りま

とめ（必要に応じて機構契約デー

タの照会）

賃貸借人の合意に係る調整を実

施

農地法第18条第6項の規
定による通知書の受領

（合意解約書を含む）

農地中間管理事業賃貸

借変更申出に係る協議回

答書の受領

関係者への協議結果の

周知

（周知方法は任意）

合意解約書の受領

関係者（農地所有者、借受者又は

関係団体等）へ農地中間管理事業

賃貸借変更申出に係る協議の回答

結果の受領

4-(1)

4-(2)

4-(3)

4-(4)

4-(5)

4-(6)

4-(7)

4-(8)

4-(9)

4-(10)

4-(11)

人・農地プラン、農用地利用改善組合、土地

改良区等（地域での話し合いの単位で賃借

料を変更する場合）からの借賃変更改訂申

出書（任意）

契約の解約が伴う場合

〇機構へ事前に解約情報の提供

解約書類の送付

〇農地法第18条第6項の規定に
よる通知書

〇農地の賃貸借の合意解約書

農地中間管理事業賃貸借変更申

出に係る協議書の提出

○変更一覧表

○農地中間管理事業賃貸借変更

申出書

必要に応じて、機構契

約データの提供

農地の賃貸借の合意

解約書類及び農地中

間管理事業賃貸借変

更申出に係る協議書

の受理

変更決定

（手数料情報記入含む）

解約手数料の納入通知

及び手数料の受領

農地法第18条第6項の規
定による通知書及び合意

解約書の送付

〇通知書

〇解約書

農地中間管理事業賃貸借

変更申出に係る協議回答

書の送付

○変更一覧表

4-(12)

解約手数料納入通知の受領及び支払い

合意解約書類の作成、送付

〇農地法第18条第6項の規定
による通知書

〇農地の賃貸借の合意解約書

合意解約書類の作成・送付

変更様式

1号
様式集p.56

変更様式

4号
様式集p.61

（変更様式2号）

（変更様式3号）

（変更様式5号

（変更様式5-1号及び6-1号）

（様式第4-9号及び第4-10号）

（様式第4-9号）

（様式第4-10号）

及び6号）

（様式第4-9号）

（様式第4-10号）

（変更様式5号及び
6号）

（変更様式2号及び3号
又は5-1号及び6-1号）

（様式第4-10号）
（様式第4-9号）
（様式第4-10号）

（変更様式5号
及び6号）

様式集p.57
様式集p.59

様式集p.62,63

様式集p.64,66 様式集p.73

様式集p.75
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